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博士学位論文要約  
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近年、あえて意図的・計画的に自宅などで無介助分娩を行う人たちが現れている。  
意図的･計画的に行われる無介助分娩が顕在化してきたことには、出産を取り巻く社会
的背景、すなわち現代の出産環境の影響が考えられる。そこで、本研究では当事者理解の
目的で、日本の無介助分娩について、歴史的背景と現状を文献と統計データにより調べる
と同時に、全国で意図的・計画的に無介助分娩を行った当事者 30 名を対象にインタビュ
ー調査を行いその実態を明らかにし、女性の出産選択の観点から周産期医療政策の諸課題
を検討した。なお、無介助分娩は意図して計画的に行う場合と、意図せず生まれてしまう
場合がある。インタビュー調査は意図的に行われた出産のみを扱うため、無介助分娩とは
別の呼び方が必要となり、本調査では、当事者の意図を尊重し、彼女らの呼称の中から「プ
ライベート出産」を採用し、意図的・計画的に行われる無介助分娩を「プライベート出産」
と定義した（序章）。  
日本の無介助分娩の変遷を出産の歴史的背景から調べると、国の政策や出産環境が反映
されている。全国の無介助分娩の統計データは戦後から示されており、1950 年には 4.7%
であった。その後、出産の施設化による自宅出産の減少と共に減少し、1975 年頃から 0.1％
以下となっている。近年の動向として 2000 年以降の推移をみると、2000 年から 2007 年
は 0.023％～0.025%、2008 年から 2016 年は 0.025％～0.031％と 2008 年頃を境に微増し
ている。なお、2000 年以降の実数は、おおよそ 250～310 人程である（第 1 章）。また、
無介助分娩の動向には地域差がみられ、例えば、北海道では 2000 年から 2016 年までの
16 年間で約 1.5 倍に増加しており、特に 2008 年頃からは 0.05％程度と、全国の約 1.5～2
倍の割合で推移している（第 3 章）。  
プライベート出産体験者へのインタビュー調査は、2015 年 10 月から 2016 年 11 月の間
に国内に住む 30 名を対象に、およそ 2～3 時間にわたる半構造化面接の方法で行われた。
主な聴き取り内容は、プライベート出産を選択した動機、プライベート出産の体験内容、
妊婦健診の受診状況など妊娠中の医療との接点や、出産経過の詳細、プライベート出産後
の心身面や生活面の変化、プライベート出産した市町村とその地域の産科医療体制などで
あった。  
インタビュー調査によって、日本のプライベート出産には、「生理的パラダイムの出産
観によるアクティブ・バースの考えを基にした自然出産であり、夫が子どもを取り上げて
いる人が多い」、「妊娠届を行い母子健康手帳の交付を受け、出産について勉強して臨むな
ど準備性のある出産であり、児の虐待リスクとなる未受診妊婦とは様相を異にする」（第 2
章）、「自然出産を実行しにくい出産環境、自律的な出産への希望、ライフスタイルが主な
動機となっている」（第 4 章）、「彼女らの多くは医療との接点を持ちつつプライベート出
産に臨んでいる」（第 5 章）、「出産体験は、女性のもつ生理的機能が発揮され、心身とも
に満たされる満足な体験となっている」（第 6 章）といった特徴があることが明らかとな
った。  
プライベート出産体験者による選択の動機の語りから、現代の日本の出産環境について
考察したところ、「出産施設の集約化によって病産院が偏在し、居住地によっては産み場所
の選択ができない」、「病産院の出産は、産む女性の意思よりも医療者の判断が優先される」、
「病産院以外の出産を望み開業助産師を探しても、開業助産師も偏在している結果、ある
いはガイドラインの規制によって、引き受けてもらえない事態となっている」、「助産所は
衰退の一途を辿っている」ことがあげられた（第 3 章、第 4 章）。統計上、ここ 10 年の開
業助産師の立会いによる出生は、全国では 2 分の 1 程度にまで減少し（第 1 章）、北海道
では 3 分の 1 程度にまで減少しており（第 3 章）、プライベート出産の顕在化には、開業
助産師の衰退の影響が示唆された。  
インタビュー協力者によるプライベート出産は 55 件で、このうち、46 件（83.6％）は
頻度の差はあるものの妊婦健診を受診しでおり、出産経過として死産はなく、出産の異常
は 5 件と 1 割弱であった。プライベート出産希望者への対応は、地域や医療者の職種によ
って多様である。本研究では、出産時に異常のあった事例を検証したところ、予め出産前
にプライベート出産の意向を伝え、医師から出産時に異常が起こった際の対応について、
説明と対処法が伝えられていたことが、安全な出産につながった事例があった。この事例
から、安全な出産には、医療側とプライベート出産希望者間の相互理解が何より重要であ
ることの示唆が得られた（第 5 章）。  
彼女らがプライベート出産を選択する動機となった出産環境の背景にある、近年の周産
期医療政策について調査したところ、出産施設の偏在には 2005 年に打ち出された「小児
科・産科における医療資源の集約化・重点化」が、そして、助産所の偏在と衰退には、2004
年に出された『助産業務ガイドライン』による開業助産師の業務規制と、2007 年の「医療
法第 19 条の改正」による嘱託医および嘱託医療機関との連携体制の義務付けが、そして
産み方に産婦の意思よりも医療の判断が優先されることには、2008 年から施行されている
『産婦人科診療ガイドライン』遵守の影響があると考えられた。なお、医療法第 19 条の
改正によって分娩の取り扱いを止めた助産所は多く、インタビュー協力者 30 名の中で、
この法が改正された 2007 年以降にプライベート出産した 27 名中、助産所での出産や自宅
などで助産師の立会いによる出産を希望するが選択できず、プライベート出産した人は、
17 名であった（第 7 章）。  
本研究では、無介助分娩の実態調査により、近年のわが国の出産環境は、周産期医療政
策によって、生理的パラダイムの出産を望む女性の出産の選択が保障されない状態となっ
ていることが明らかとなった。今後の日本の周産期医療政策には、女性が出産する場所の
選択肢を広げられるよう、イギリスの「NICE（the National Institute for Health and Care 
Excellence）」のように、健康な女性には助産師主体のケアを保障すべく、行政処置として
各地に助産所が設置されることが望ましい。2017 年、医療法第 19 条の再改正に伴う附帯
決議案として、助産所や自宅などで助産師が扱う出産への異常時の対応について、「医療機
関との連携および協力が円滑に行われるよう、適切な支援を行うこと」と、助産所と嘱託
医、嘱託医療機関との連携について、行政側への支援を促す提案がなされた。この施策が
実行されれば助産所の運営は円滑となり、生理的パラダイムの出産を望む女性の出産選択
の拡大が期待される。女性の出産の選択を保障するには、助産所と医療機関そして行政と、
地域の医師、助産師、保健師などが連携し、周産期医療ネットワークとして一丸となり支
援することが望ましいと考えられた（終章）。  
 
 
